
デジタル専門人材派遣について

令和４年３月

内閣官房 デジタル田園都市国家構想実現会議事務局
内閣府 地方創生推進室



地方創生人材支援制度

国家公務員

（概念図、令和３年４月～）

民間専門人材

グリーン専門人材

 「地方創生人材支援制度」内の取組として、［国家公務員］［大学研究者派遣］［民間専門人材］を派遣
 「デジタル専門人材（R2.8創設）」「グリーン専門人材（R3.創設）」を民間専門人材派遣の一分野と整理
 「デジタル専門人材派遣」の名称は今後も継続使用

地方創生人材支援制度の概要

大学研究者

デジタル専門人材
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地域のDXに取り組む市町村に民間のデジタル専門人材を派遣

内閣
官房

協力
企業

市町村
派遣を希望する
企業名等を連絡

企業情報の提示

派遣可能な
人材情報提供

市町村ニーズ
提供 協議

デジタルを活用した取組に関して、助言、サポートを
求める市町村と協力企業のマッチングを支援します

＜協力企業27社（R4.3時点）＞

＜制度の内容＞
派遣先 市町村（指定都市除く） ＜主に地方創生担当課＞

職種
① 課長、部長、副市町村長等、未来技術を活用した地方創生を

担当する幹部職員（常勤一般・特別職）
② 未来技術を活用した地方創生のアドバイザー

（顧問、参与等の非常勤特別職、委嘱 等）
期間 半年以上２年以下（原則）

マッチング 内閣官房・内閣府がマッチング
＜デジタル専門人材の主な取組内容＞

• R2年度派遣実績：21団体
• R3年度派遣実績：41団体

 第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、意欲と能力のある民間人材であって、未来技術を活用した事
業を通じて地域課題の解決を図ることのできるデジタル専門人材を地方公共団体へ派遣

 具体的には、協力情報（協力企業名、派遣する人材の貢献が可能な分野例等のリスト）を市町村に示した上で、
受け入れを希望する市町村を募集、企業と市町村の間の協議を進める。

デジタル専門人材派遣について

通信 NTTドコモ、JCOM、ソフトバンク、NTT西日本、NTT東日本、LINE

情報サービス
ITスクエア、エージェント・スミス、サイバーエージェント、日本情報通信、日本
ユニシス、BSNアイネット、日立システムズ、北海道日立システムズ、ユニバー
サルコンピューター、楽天グループ、ワークスアプリケーションズ・システムズ

電気機器
（メーカー） NEC、富士通、リコー

ITコンサル・
その他

ITbook、アバナード、エスクリブ、Gcomホールディングス、ゼロエミやまなし・
ウェルビーイング研究所、日本総合研究所、フォーバル

• スマートシティの推進
• 庁内外のDX推進
• 新規ICT事業の創出
• 情報化推進計画の策定支援

• 遠隔医療導入支援
• GIGAスクール、プログラミング
教育に関する支援 等
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デジタル専門人材派遣 協力企業一覧

※業種ごと、五十音順で表記
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業種等 協力企業名

通信

株式会社ＮＴＴドコモ

ＪＣＯＭ株式会社

ソフトバンク株式会社

西日本電信電話株式会社（ＮＴＴ西日本）

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）

ＬＩＮＥ株式会社

情報サービス

株式会社ＩＴスクエア

株式会社エージェント・スミス

株式会社サイバーエージェント

日本情報通信株式会社

日本ユニシス株式会社

株式会社ＢＳＮアイネット

株式会社日立システムズ

■協力企業（27社） ※令和４年３月時点

業種等 協力企業名

情報サービス

株式会社北海道日立システムズ

ユニバーサルコンピューター株式会社

楽天グループ株式会社

株式会社ワークスアプリケーションズ・システムズ

電気機器
（メーカー）

日本電気株式会社（ＮＥＣ）

富士通株式会社

株式会社リコー

ITコンサルティング
・その他

ＩＴｂｏｏｋ株式会社

アバナード株式会社

エスクリブ株式会社

Ｇｃｏｍホールディングス株式会社

一般社団法人ゼロエミやまなし・ウェルビーイング研究所

株式会社日本総合研究所

株式会社フォーバル



派遣市町村 協力企業 派遣市町村 協力企業

北海道 上士幌町 NTT東日本 愛知県 豊田市 NEC

青森県 十和田市 NTT東日本 滋賀県 守山市 NTT西日本

山形県 長井市 NTT東日本
京都府 亀岡市

NTTドコモ

福島県 福島市 LINE グーグル

千葉県 栄町 LINE

奈良県

天理市 NTT西日本

石川県
加賀市

ITbook 田原本町 ITbook

NTT西日本 広陵町 ソフトバンク

白山市 NTTドコモ 広島県 安芸太田町 ITbook

長野県
上田市 NTT東日本

山口県

宇部市 NTTドコモ

東御市 NTT東日本
山口市

NTT西日本

静岡県
焼津市 グーグル LINE

袋井市 NTTドコモ 宮崎県 宮崎市 Gcomホールディングス
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■令和２年度派遣先（21団体）※令和２年８月時点

デジタル専門人材派遣 令和２年度派遣先



■令和３年度派遣先（41団体）※令和３年７月時点
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派遣市町村 協力企業 派遣市町村 協力企業
北海道 富良野市 NTT東日本 大阪府 泉佐野市 日本情報通信
北海道 当別町 NTT東日本 大阪府 大東市 ソフトバンク
青森県 十和田市 NTT東日本 大阪府 大東市 LINE
岩手県 宮古市 NTT東日本 兵庫県 姫路市 TIS
宮城県 岩沼市 NTT東日本 和歌山県 和歌山市 Gcomホールディングス
山形県 寒河江市 NTT東日本 岡山県 奈義町 日立システムズ
山形県 東根市 NTT東日本 広島県 福山市 TIS
埼玉県 行田市 NTT東日本 広島県 福山市 LINE
埼玉県 行田市 LINE 広島県 廿日市市 ITbook
埼玉県 川島町 NTT東日本 広島県 廿日市市 ITbook
東京都 昭島市 ITbook 広島県 安芸太田町 ITbook
新潟県 見附市 ITbook 山口県 防府市 NTT西日本
新潟県 阿賀野市 BSNアイネット 山口県 周南市 NTT西日本
新潟県 粟島浦村 ITbook 山口県 山陽小野田市 日本情報通信
石川県 羽咋市 NTTドコモ 徳島県 海陽町 NTTドコモ
長野県 駒ヶ根市 日本情報通信 長崎県 長崎市 日本総合研究所
静岡県 焼津市 NTT西日本 長崎県 長崎市 日本総合研究所
静岡県 焼津市 NTT西日本 長崎県 長崎市 日本総合研究所
愛知県 津島市 ITbook 熊本県 長洲町 LINE
愛知県 豊田市 NEC 熊本県 錦町 TIS
滋賀県 長浜市 Gcomホールディングス 熊本県 あさぎり町 NTT西日本
大阪府 豊中市 LINE 宮崎県 都城市 NTTドコモ
大阪府 茨木市 NTTドコモ 鹿児島県 南九州市 日本情報通信
大阪府 茨木市 TIS 沖縄県 那覇市 ITbook

沖縄県 宜野湾市 NTT西日本

デジタル専門人材派遣 令和３年度派遣先



宮崎県宮崎市

北海道上士幌町

東日本電信電話株式会社

青森県十和田市

東日本電信電話株式会社

福島県福島市

LINE株式会社

千葉県栄町

LINE株式会社

石川県加賀市

ITbook株式会社
西日本電信電話株式会社

愛知県豊田市

日本電気株式会社

長野県東御市

東日本電信電話株式会社

静岡県焼津市
グーグル合同会社

滋賀県守山市

西日本電信電話株式会社

山口県宇部市

株式会社NTTドコモ

山口県山口市

西日本電信電話株式会社
LINE株式会社

京都府亀岡市

株式会社NTTドコモ
グーグル合同会社

山形県長井市
東日本電信電話株式会社

Gcomホールディングス株式会社

デジタル専門人材派遣に係る協力企業・派遣先について（令和2年度派遣）

石川県白山市

株式会社NTTドコモ

長野県上田市

東日本電信電話株式会社

静岡県袋井市

株式会社NTTドコモ

広島県安芸太田町

ITbook株式会社

奈良県天理市

西日本電信電話株式会社

奈良県田原本町

ITbook株式会社

奈良県広陵町

ソフトバンク株式会社

【デジタル専門人材の主な取組内容】
・スマートシティの推進
・庁内外のDX推進
・新規ICT事業の創出
・情報化推進計画の策定支援
・遠隔医療導入支援
・GIGAスクール、プログラミング
教育に関する支援 等
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令和2年度 デジタル専門人材の派遣状況（令和2年８月１日時点）

派遣市町村 役職 協力企業 派遣市町村 役職 協力企業 派遣市町村 役職 協力企業

北海道
上士幌町

(かみしほろ
ちょう)

主幹
【常勤】

東日本電信電話
株式会社

長野県
上田市

(うえだし)

スマートシティ化
推進マネー

ジャー

【常勤】

東日本電信電話
株式会社

奈良県
天理市

(てんりし)
ＩＣＴ推進アドバ

イザー
西日本電信電話

株式会社

青森県
十和田市
(とわだし)

専門委員
【非常勤】

東日本電信電話
株式会社

長野県
東御市

(とうみし)

参与（CIO補佐
官）

【非常勤】

東日本電信電話
株式会社

奈良県
田原本町

(たわらもとちょ
う)

情報政策推進
コーディネー

ター

【非常勤】

ITbook株式会社

山形県
長井市

(ながいし)

総合政策課デジ
タル推進室長
【非常勤】

東日本電信電話
株式会社

静岡県
焼津市

(やいづし)
デジタル推進ア
ドバイザー

グーグル合同会
社

奈良県
広陵町

(こうりょうちょ
う)

ＩＣＴ推進コー
ディネーター
（課長補佐
級）

【非常勤】

ソフトバンク
株式会社

福島県
福島市

(ふくしまし)

福島市ICT推進
アドバイザー
【委嘱】

LINE株式会社 静岡県
袋井市

(ふくろいし)

ICT推進専門
官

【常勤】

株式会社
NTTドコモ

広島県
安芸太田町
(あきおおた

ちょう)

デジタル支援
アドバイザー
（主幹級）
【非常勤】

ITbook株式会社

千葉県
栄町

(さかえまち)
参与

【非常勤】
LINE株式会社 滋賀県

守山市
（もりやまし）

ICT活用推進
顧問

【非常勤】

西日本電信電話
株式会社

山口県
宇部市
(うべし)

総合戦略局
理事

【常勤】

株式会社
NTTドコモ

石川県
加賀市
(かがし)

デジタル化推進
専門官

【非常勤】
ITbook株式会社

愛知県
豊田市

(とよたし)

情報化推進ア
ドバイザー
【非常勤】

日本電気
株式会社

山口県
山口市

(やまぐちし)

スマートシティ推
進マネージャー

【常勤】

西日本電信電話
株式会社

デジタル化推進
専門官
【常勤】

西日本電信電話
株式会社

デジタル化推進
マネージャー

【非常勤】
LINE株式会社

石川県
白山市

(はくさんし)
市参事
【常勤】

株式会社
NTTドコモ

京都府
亀岡市

(かめおかし)

-
株式会社
NTTドコモ

宮崎県
宮崎市

(みやざきし)

スマート自治体推
進アドバイザー
【非常勤】

Gcomホールディ
ングス株式会社

-
グーグル
合同会社

（備考）協力企業が複数ある場合は、企業名を五十音順で記載している。 7



日立システムズ

NTT東日本

LINE

NEC

Gcomホールディングス

NTT西日本

BSNアイネット

デジタル専門人材派遣に係る協力企業・派遣先について（令和３年度派遣）

NTTドコモ

日本総合研究所

日本情報通信
TIS

ソフトバンク

【デジタル専門人材の主な取組内容】
・スマートシティの推進
・庁内外のDX推進
・新規ICT事業の創出
・情報化推進計画の策定支援
・遠隔医療導入支援
・GIGAスクール、プログラミング
教育に関する支援 等

ITbook

ITbook

NTT西日本

ITbook

LINE

日本情報通信

日本情報通信日本情報通信

NTTドコモ

NTT西日本

令和3年度
41団体
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令和3年度 デジタル専門人材の派遣状況（令和3年7月1日時点）
派遣市町村 役職 氏名 協力企業 派遣市町村 役職 氏名 協力企業 派遣市町村 役職 氏名 協力企業

北海道
ふらのし

富良野市

ＩＣＴ利活用推進アドバイ
ザー

【委嘱】

のいり ゆうき
野杁 祐貴

東日本電信電
話

静岡県
やいづし

焼津市
特別デジタル専門監

【委嘱】

どひ しんいち

土肥 慎市
西日本電信電

話
広島県

はつかいちし

廿日市市

デジタル改革担当調
整監

【非常勤】

きしだ えみ

岸田 絵美 ITbook

北海道
とうべつちょう

当別町
ICT推進課 課長職

【常勤】

おがさわら なるひと
小笠原 功人

東日本電信電
話

愛知県
つしまし

津島市
デジタル推進アドバイ

ザー

あおき ゆみ

青木 由美 ITbook 広島県

あきおおたちょう

安芸太田
町

デジタル支援アドバイ
ザー

【非常勤】

さとう しょうじ

佐藤 正二 ITbook

青森県
とわだし

十和田市
情報政策官
【委嘱】

やまもと たける
山本 長

東日本電信電
話

愛知県
とよたし

豊田市

情報化推進アドバイ
ザー

【委嘱】

たけした やすのり

竹下 泰徳 日本電気 山口県
ほうふし

防府市

デジタル行政推進マ
ネージャー
【非常勤】

ふじはら たかゆき

藤原 孝幸
西日本電信電

話

岩手県
みやこし

宮古市

デジタル推進アドバイ
ザー

【委嘱】

よしだ てつろう
吉田 哲朗

東日本電信電
話

滋賀県
ながはまし

長浜市
ＤＸフェロー
【非常勤】

こいで あつし

小出 篤
Gcomホール
ディングス

山口県
しゅうなんし

周南市
ＩＣＴ推進アドバイザー

【委嘱】

ふじはら たかゆき

藤原 孝幸
西日本電信電

話

宮城県
いわぬまし

岩沼市

総務部デジタル化推進
室長

【常勤】

うめつ かずのり
梅津 和典

東日本電信電
話

大阪府
とよなかし

豊中市

デジ・ガバ推進アドバ
イザー

【非常勤】

よねやま ひろき

米山 拓毅 LINE 山口県

さんようおのだし

山陽小野
田市

企画部デジタル推進
室長

【常勤】

くしま みなみ

九島 美波 日本情報通信

山形県
さがえし

寒河江市

デジタル戦略アドバイ
ザー

【委嘱】

かわの しょうま
川野 翔馬

東日本電信電
話

大阪府
いばらきし

茨木市

デジタル化推進アド
バイザー
【非常勤】

いとう せいじ

伊藤 誠司 NTTドコモ 徳島県
かいようちょう

海陽町

デジタル支援アドバイ
ザー

【非常勤】

しのはら ひろえ
篠原 弘江 NTTドコモ

山形県
ひがしねし

東根市

行政デジタルアドバイ
ザー

【非常勤】

はまや さだひろ

浜谷 貞祐 日本情報通信 大阪府
いばらきし

茨木市

デジタル化推進アド
バイザー
【非常勤】

ふじしげ しげる
藤重 茂 TIS 長崎県

ながさきし

長崎市

デジタル政策コーディ
ネーター
【非常勤】

まるやま たけし

丸山 武志
日本総合研究

所

埼玉県
ぎょうだし

行田市
ICT推進アドバイザー

【委嘱】

おざき あやか
尾崎 文香

東日本電信電
話

大阪府
いずみさのし

泉佐野市

デジタル化推進担当
主幹

【非常勤】

ひらさわ よしのり

平沢 義徳 日本情報通信 長崎県
ながさきし

長崎市

デジタル政策コーディ
ネーター
【非常勤】

やまざき あらた

山崎 新太
日本総合研究

所

埼玉県
ぎょうだし

行田市
ICT推進アドバイザー

【非常勤】

たかはし まこと

高橋 誠 LINE 大阪府
だいとうし

大東市

デジタル化推進専門
官

【非常勤】

かんばら こうじ
神原 浩滋 ソフトバンク 長崎県

ながさきし

長崎市

デジタル政策コーディ
ネーター
【非常勤】

いむら けい

井村 圭
日本総合研究

所

埼玉県
かわじままち

川島町
ＤＸ推進アドバイザー

【委嘱】

さんじき たいし
桟敷 大志

東日本電信電
話

大阪府
だいとうし

大東市

デジタル化推進アド
バイザー
【非常勤】

さとう まさき

佐藤 将輝 LINE 熊本県
ながすまち

長洲町

デジタル推進マネー
ジャー（仮称）
【非常勤】

はしぐち しょう

橋口 翔 LINE

東京都
あきしまし

昭島市

デジタル戦略アドバイ
ザー

【非常勤】

ふなやま しゅういち

舟山 修一 ITbook 兵庫県
ひめじし

姫路市

デジタル・マネー
ジャー

【非常勤】

うらた ゆかり

浦田 有佳里 TIS 熊本県
にしきまち

錦町
アドバイザー

【委嘱】

うらた ゆかり

浦田 有佳里 TIS

新潟県
みつけし

見附市

見附市ＩＣＴ推進アドバイ
ザー

【非常勤】

まつもと ひろき

松本 博樹 ITbook 和歌山県
わかやまし

和歌山市
DX推進アドバイザー

【委嘱】
つるた ただひさ

鶴田 忠久
Ｇｃｏｍホール
ディングス

熊本県
ちょう

あさぎり町
（チーム派遣）
【非常勤】

熊本支店
西日本電信電

話

新潟県
あがのし

阿賀野市
-

【委嘱】

かわさき こうじ

川崎 浩司 BSNアイネット 岡山県
なぎちょう

奈義町
デジタル監
【非常勤】

たかやま としいえ

高山 利家 日立システムズ 宮崎県
みやこのじょうし

都城市

デジタルトランス
フォーメーションアド
バイザー【非常勤】

なかしま ともゆき

中島 朋之 NTTドコモ

新潟県
あわしまうらむら

粟島浦村

デジタル支援アドバイ
ザー

【非常勤】

さいとう あきひと

齋藤 昌人 ITbook 広島県
ふくやまし

福山市
CDO統括補佐官

【非常勤】

うらた ゆかり

浦田 有佳里 TIS 鹿児島県
みなみきゅうしゅ

うし

南九州市

行政デジタル化推進
員

【非常勤】

チーム日本情
報通信 日本情報通信

石川県
はくいし

羽咋市
（チーム派遣）

【委嘱】
ドコモ北陸派
遣チーム

NTTドコモ 広島県
ふくやまし

福山市
CDO補佐官
【非常勤】

よねくら りょうすけ

米倉 陵介 LINE 沖縄県
なはし

那覇市

デジタル支援アドバイ
ザー

【非常勤】

いけだ だいぞう

池田 大造 ITbook

長野県
こまがねし

駒ヶ根市

チーフ
DXマネージャー

【常勤】

はやかわ ひろこ

早川 浩子 日本情報通信 広島県
はつかいちし

廿日市市

デジタル改革担当企
画監

【非常勤】

みやはら しゅんいち

宮原 俊一 ITbook 沖縄県
ぎのわんし

宜野湾市

宜野湾市スマートシティ
推進アドバイザー

【非常勤】

はた ただひろ

羽田 忠弘
西日本電信電

話

静岡県
やいづし

焼津市
CDO

【委嘱】

せと のぶあき

瀬戸 伸亮
西日本電信電

話 （備考）一つの団体に協力企業が複数ある場合は企業名を五十音順で記載している。 9



環境モニタリング
センサー

■ withコロナ時代における
経済と安全の両立した持
続可能なスマートシティの
実現に向けて、未来技術を
積極的に活用・導入。

■ 地域経済にイノベーション
を起こし、新産業や雇用の
「創出」へつなげ、スタート
アップ・エコシステムを形成。

■ 内閣府の「未来技術社
会実装事業」選定に向
けた助言・サポート。

■ スマートシティ及び5Gを
活用した事業の推進に
関する助言・サポート。

■ 5G環境活用促進に向け
た企業誘致活動等

■ 市職員等に対する「５G
セミナー」

■ 令和２年７月３１日、未来
技術社会実装事業に選定。

■ AI、IoT、5G、ドローン、
VR/AR、キャッシュレス、
SIPの実装。

■ 市の起業創業拠点に5G
基地局を設置予定。5Gの特
性を活かす実証環境等を整
備し、開発企業等の活用相
談や新ビジネス創出支援に
より、企業誘致。

※派遣元企業：（株）NTTドコモ
派遣先での役職：理事

地域が目指す将来像 支援内容 支援後の状況・見通し

車海老養殖池

画像センサー

AI及びIoTを活用し、画像分
析・データの相関分析を行
い、生産ノウハウの可視化、
持続可能な水産業を確立。

＜予定する事業の例：スマート水産業＞

℃, DO, pH, …

○ デジタル専門人材として、民間企業から受け入れた人材により、自治体の目指すべき将来像に
向けた取組をサポート。

〇 国の「未来技術社会実装事業」に選定。5Gの実証環境等の整備により、企業を誘致していく。

デジタル専門人材の派遣の事例（山口県宇部市）
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令和３年度 令和４年度
8月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月

内閣官房
内閣府

市町村

民 間
企業等

（9月下旬）
派遣概要の公表

協力情報リストの提示
（３月中旬）
派遣市町村・

派遣人材の公表

（10月上旬）
都道府県等向け

説明会

協力情報リスト提出

決定

（9月上旬）
協力情報リスト

の提出

協力情報リスト提出（随時受付）

※スケジュールは現時点案であり、今後の変更の可能性があり得る。

令和４年度デジタル専門人材派遣に向けたスケジュール

マッチング支援
（11月下旬～３月上旬）

11

派遣希望の提出
（9月下旬～11月上旬）

派遣（協議次第で年度内の派遣も可）

市町村と民間企業等とで調整
（11月下旬～３月上旬）

（３月下旬）
事前研修



【未来技術分野】

社名 ○○株式会社

業種 情報・電気通信事業

会社概要 国内電気通信事業者

貢献できる
主な内容

■貢献できる分野・内容
・地域の社会課題（地域経済活性化を含む）をＩＣＴを活用して
解決する事業
・当該事業・施策の企画立案・実施調整・運用に対する支援

■スキルイメージ
・ICT／デジタル関連技術全般に関する概括的な知識
・ICTを活用した課題解決・施策企画立案能力
・文書・提案資料作成およびプレゼンテーションスキル
・需要算定、計画策定、収支シミュレーション等のスキル
・事業進捗管理などのプロジェクトマネジメントスキル　等

派遣形態
・常勤または非常勤での派遣が可能
・プロジェクトによっては非常勤の複数名の派遣も検討

派遣期間
・常勤職：6ヶ月～2年
・非常勤職：6ヶ月～1年

派遣時期
・常勤職：主に4月から派遣
・非常勤職：不定期

その他

＜派遣可能地域＞
・全国に派遣可能だが、派遣候補者の希望による

＜派遣対象となる人材層＞
・30～40歳の中堅社員（主査・係長相当）
・50歳以上の管理職級（部長相当、課長相当）

【参考】協力企業リスト記載イメージ

12



【参考】地域活性化起業人（企業人材派遣制度）

等

対象者 三大都市圏に所在する企業等の社員（在籍派遣）
※三大都市圏に本社機能を有する企業等については派遣時に三大都市圏に勤務することを要しない

受入団体

期 間 ６ヵ月 ～ ３年

社会貢献マインド
人材の育成・キャリアアップなど

⇒ 民間企業の新しい形の社会貢献
⇒ 多彩な経験を積ませることによる人材育成・キャリアアップ
⇒ 経験豊富なシニア人材の新たなライフステージを発見

民間のスペシャリスト人材
を活用した地域の課題解決へのニーズ

⇒ 民間企業において培った専門知識・業務経験・人脈・
ノウハウを活用

⇒ 外部の視点・民間の経営感覚・スピード感覚を得ながら
取組を展開

自治体 民間企業

○ 現行制度※を刷新し、幅広く地域活性化の課題に対応して地域を起こす企業人材の派遣に係る制度を創設。

活動内容（例） 地域活性化に向けた幅広い活動に従事

特別交付税
措 置

○派遣元企業に対する負担金など起業人の受入に要する経費 上限額 年間５６０万円／人

○起業人の受入準備経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／団体
（派遣元企業に対する募集・PR、協定締結のために必要となる経費）

○起業人が発案・提案した事業に要する経費 上限額 年間１００万円（措置率０．５）／人

○観光振興 ○ICT分野（デジタル人材）

○地域経済活性化（中小企業のハンズオン支援）

※令和２年度まで地域おこし企業人制度として推進

①３大都市圏外の市町村

②３大都市圏内の市町村のうち、条件不利地域を有する市町村、定住自立圏に取り組む市町村

及び人口減少率が高い市町村

○地域産品の開発・販路拡大

○中心市街地活性化

（協定締結）

1,429市町村
（現行は条件不利
地域など1,188団体）
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